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地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令の

一部を改正する政令の公布について（通知）

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令の一部を改

正する政令（平成２６年政令第５８号。以下「改正特例政令」という。）は、平成

２６年３月１２日に公布され、２０１２年３月３０日ジュネーブで作成された政

府調達に関する協定を改正する議定書（以下「改正協定」という。）が日本国につ

いて効力を生ずる日から施行することとなりました。

改正特例政令は、一般競争入札について公告をする事項を追加するものとした

ほか、所要の規定の整備を行ったものです。

また、１９９４年マラケシュで作成された政府調達に関する協定（以下「現行

協定」という。）の実施に伴い都道府県及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「特定地方公共団体」という。）の長が

規則において規定を要する事項については、「地方公共団体の物品等又は特定役務

の調達手続の特例を定める政令の公布について」（平成７年１１月１日付け自治行

第８４号各都道府県知事・各指定都市市長あて自治省行政局長通知。以下「行政

局長通知」という。）により示したところですが、これに加え、改正協定を実施す

るため、下記第２についても規則において定める必要があります。

貴職におかれては、「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める政令の公布について」（平成７年１１月１日自治行第８２号各都道府県知事・

各指定都市市長あて自治事務次官通知）、行政局長通知により示した事項のほか、

下記事項に留意の上、現行協定及び改正協定の趣旨を踏まえ適切な運用がなされ

るよう、格別の配慮をされるようお願いします。



なお、本通知は法第２４５条の４第１項に基づく技術的な助言であることを申

し添えます。

記

第１ 改正特例政令により規定された事項

（１） 一般競争入札について公告をする事項

特定地方公共団体の長が一般競争入札について公告をする事項として、

競争入札に参加する者に必要な資格を有するかどうかの審査を申請する時

期及び場所を追加することとされたこと。（第６条関係）

（２） 指名競争入札の公示等

特定地方公共団体の長は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手

続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号。以下「特例政令」とい

う。）の規定が適用される調達契約について地方自治法施行令（昭和２２年

政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の１２第２項の規定に

より通知するときは、同項の規定により通知しなければならない事項及び

同条第３項において準用する同令第１６７条の６第２項の規定により明ら

かにしなければならない事項のほか、次に掲げる事項を通知しなければな

らないものとされたこと。（第７条第２項関係）

① 特例政令第６条第１号から第３号までに掲げる事項

② 一連の調達契約にあっては、同条第４号に掲げる事項

③ 契約の手続において使用する言語

（３） その他の事項

改正協定の実施に伴い、所要の規定の整備が行われたこと。

（４） 施行期日

① 改正特例政令は、改正協定が日本国について効力を生ずる日から施行

することとされたこと。（附則第１項関係）

② 改正特例政令の規定は、この政令の施行の日前において行われた公告

その他の契約の申込みの誘因に係る契約で同日以後に締結されるものに

ついては、適用しないこととされたこと。（附則第２項関係）

第２ 特定地方公共団体の規則において規定を要する事項

（１） 競争入札参加者の資格審査等に関する事項

① 行政局長通知第１の１により示した資格審査手続のほか、特定地方公

共団体の長は、一般競争入札又は指名競争入札に参加する者の資格の審

査の結果、一般競争入札又は指名競争入札に参加する者の資格がないと

認めた者から請求があるときは、当該資格がないと認めた理由を書面に



より通知しなければならないものとすること。

② 行政局長通知第１の４により競争入札の参加者の資格に関する公示事

項として明らかにしなければならない事項のほか、特定地方公共団体の

長は、施行令第１６７条の５第１項又は第１６７条の１１第２項に規定

する資格に関する文書を入手するための手段についても明らかにしなけ

ればならないものとされたこと。

従って、特例政令第４条の公示については、下記事項を明らかにしな

ければならないものであること。

（ⅰ） 調達する物品又は役務の種類

（ⅱ） 行政局長通知第１の１に規定する申請の方法

（ⅲ） 施行令第１６７条の５第１項又は第１６７条の１１第２項に規

定する資格の有効期間及び当該期間の更新手続

（ⅳ） 施行令第１６７条の５第１項又は第１６７条の１１第２項に規

定する資格に関する文書を入手するための手段

（２） 一般競争入札の公告に関する事項

行政局長通知第２の１に関し、「一連の契約のうち最初の契約以外の契約

に係る一般競争入札については、２４日前」とあるのは、最初の契約に係

る公告において最初の契約以外の契約に係る公告を少なくとも２４日前に

行う旨規定した場合に限り行うことができることとすること。

（３） 入札説明書の記載事項に関する事項

行政局長通知第７により示した事項に加え、特定地方公共団体の長は、

電子情報処理組織を使用して契約の手続を行う場合には、当該電子情報処

理組織の使用に関する事項についても定める必要があること。

従って、特例政令第８条に規定する規則で定める事項は、下記のもので

あること。

（ⅰ） 特例政令第６条又は第７条の規定により公告又は公示をするもの

とされている事項（特例政令第６条第５号に掲げる事項を除く。）

（ⅱ） 調達する物品等又は役務の仕様その他の明細

（ⅲ） 開札に立ち会う者に関する事項

（ⅳ） 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

（ⅴ） 契約の手続において使用する言語

（ⅵ） 電子情報処理組織を使用して契約の手続を行う場合においては、

当該電子情報処理組織の使用に関する事項

（ⅶ） その他必要な事項

（３） 施行期日

上記の規定は、改正特例政令の施行の日から施行するものとすること。


